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第7節 教育課程及び履修方法(第95条－第103条)
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第9節 他の大学等における授業科目の履修等(第108条－第111条)

附則

第1章 総則

第1節 目的及び使命

(目的及び使命)

第1条 東京農工大学(以下「本学」という。)は、学術の理論及び応用を教授研究

し、真理と平和を希求する教養豊かな人材を育成するとともに、社会・環境と調

和した科学技術の進展に寄与し、教育研究の推進を通じて人類の生存と繁栄、美

しい地球の持続及び文化の進展に貢献することをその目的及び使命とする。

第2節 組織

(大学院)

第2条 本学に、大学院を置く。
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2 本学の大学院(以下「本学大学院」という。)に、次の研究院、学府及び研究科

を置く。

(学部)

第3条 本学に、次の学部を置く。

(グローバル教育院)

第3条の2 本学に、国際教育交流に関する全学的事業の推進及び支援、教養教育の

企画及び実施、入試戦略及び支援、その他全学に係る教育に関する業務を実施す

るための組織として、グローバル教育院を置く。

(学内施設)

第4条 本学に、次表に掲げる学内施設を置く。

2 前項に定めるもののほか、次表のとおり本学に必要な組織及び施設を置く。

第5条 グローバルイノベーション研究院に、次表のとおり機構を置く。

第6条から第8条まで 削除
(附属施設)

第9条 本学に、次表のとおり学部附属の教育施設又は研究施設を置く。

農学研究院

工学研究院

グローバルイノベーション研究院

工学府

農学府

生物システム応用科学府

連合農学研究科

農学部

工学部

学内施設名

図書館

先端産学連携研究推進センター

保健管理センター

総合情報メディアセンター

学術研究支援総合センター

科学博物館

環境安全管理センター

放射線研究室

未来価値創造研究教育特区

ディープテック産業開発機構

西東京三大学共同サステイナビリティ国際社会実装研究センター

組織及び施設の名称

卓越リーダー養成機構

スマートコアファシリティー推進機構

研究院名 機構名

グローバルイノベーション研究院
女性未来育成機構 
テニュアトラック推進機構 

学部名 附属施設名
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(事務組織)

第10条 本部、工学府、農学府、生物システム応用科学府、連合農学研究科、農学

部及び工学部に事務組織を置く。

第3節 学生の健康及び安全

(学生の健康及び安全)

第11条 本学は、学生の健康及び安全を確保するため、適切な安全衛生管理及び環

境保全の維持に努めるものとする。

第4節 点検評価、認証評価及び教育改善の実施

(点検評価、認証評価及び教育改善の実施)

第12条 本学は、その教育研究水準の向上に資するため、本学の教育及び研究、組

織及び運営並びに施設及び設備(以下「教育研究等」という。)の状況について自

ら点検及び評価を行うとともに、教育内容及び教育方法の改善について組織的に

取組み、その結果を公表するものとする。

2 本学は、前項の措置に加え、本学の教育研究等の総合的な状況について、一定

の期間ごとに、認証評価機関による評価を受けるものとする。

3 点検評価、認証評価及び教育改善の実施については、別に定める。

第5節 情報の積極的提供

(情報の積極的提供)

第13条 本学は、その教育研究活動の状況並びに組織及び運営について、広く社会

に対し積極的に情報を提供するものとする。

第2章 通則

第1節 学年、学期及び休業日

(学年)

第14条 学年は、4月1日に始まり、翌年3月31日に終わる。

(学期)

第15条 学年を1学期、2学期、3学期及び4学期に分ける。

2 1学期及び2学期を前期とし、4月1日から9月30日までとする。

3 3学期及び4学期を後期とし、10月1日から翌年3月31日までとする。

(休業日)

第16条 休業日は、次に掲げるとおりとする。

(1) 日曜日

(2) 土曜日(工学府産業技術専攻を除く。)

(3) 国民の祝日に関する法律(昭和23年法律第178号)に規定する休日

(4) 本学の創立記念日 5月31日

(5) 春季休業日

(6) 夏季休業日

農学部

広域都市圏フィールドサイエンス教育研究センター

動物病院機構

硬蛋白質利用研究施設

フロンティア農学教育研究センター

感染症未来疫学研究センター

野生動物管理教育研究センター

工学部 ものづくり創造工学センター
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(7) 冬季休業日

2 前項第5号から第7号までの期間は、教育研究評議会の議を経て、学長が別に定

める。

3 第1項に定めるもののほか、学長は、教育研究評議会の議を経て、臨時の休業日

を定めることができる。

4 第1項の規定にかかわらず、必要がある場合には、休業日に授業を行うことがで

きる。

第2節 入学

(入学の時期)

第17条 入学の時期は、学年の始めとする。

2 本学大学院においては、特別の必要があり、かつ教育上支障がないときは、前

項の規定にかかわらず、学年の途中においても後期の始めに、学生を入学させる

ことができる。

(入学の出願)

第18条 本学へ入学を志願する者(以下「入学志願者」という。)は、次の各号に掲

げる書類に検定料を添えて、別に定める期日までに願い出なければならない。

(1) 入学願書(本学所定の様式による。)

(2) 出身学校長の発行する調査書。ただし、第87条第4号又は第5号に該当する

者は、その資格を証する証明書

(3) その他本学の指定する書類

2 日本の国籍を有しない者で、日本の学校を卒業した者は、前項各号の書類のほ

か、住民票の写し(国籍等、在留資格、在留期間及び在留期間の満了の日が記載

されたものに限る。)を添付しなければならない。

3 入学の出願については、別に定める。

4 提出した書類は、これを返付しない。

(入学者の選考)

第19条 前条の入学志願者については、選考を行う。

2 入学志願者の選考については、別に定める。

(入学手続)

第20条 前条の選考の結果に基づき、合格の通知を受けた者は、次の各号に掲げる

書類を提出するとともに、入学料を納付しなければならない。

(1) 誓約書(別紙様式第1号による。)

(2) その他本学の指定する書類

2 入学手続きについては、別に定める。

3 提出した書類は、これを返付しない。

(入学の許可)

第21条 学長は、前条の入学手続きを完了した者に入学を許可する。

第3節 休学及び復学

(休学)

第22条 疾病その他特別の理由により3月以上修学することができない者は、当該

学府長若しくは連合農学研究科長(以下「学府長等」という。)又は学部長を経て

学長に願い出なければならない。

2 学長は、前項の願い出があったときは、当該学府若しくは連合農学研究科(以下
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「学府等」という。)又は学部の議を経て、これを許可する。

3 疾病のため修学することが適当でないと認められる者については、学長は、当

該学府等又は学部の議を経て休学を命ずることができる。

(復学)

第23条 休学期間中にその理由が消滅したときは、学長の許可を得て、復学するこ

とができる。

第4節 転学、退学及び除籍

(転学)

第24条 他の大学への入学又は転入学を志願しようとする者は、当該学府長等又は

学部長を経て学長に願い出なければならない。

2 学長は、前項の願い出があったときは、当該学府等又は学部の議を経て、これ

を許可する。

3 前2項に定めるもののほか、他の大学への入学又は転入学については、別に定め

る。

(退学)

第25条 退学しようとする者は、当該学府長等又は学部長を経て、学長に願い出な

ければならない。

2 学長は、前項の願い出があったときは、当該学府等又は学部の議を経て、退学

を許可する。

3 学長は、次の各号の一に該当する者については、当該学府等又は学部の議を経

て、退学を命ずることができる。

(1) 第55条又は第86条に規定する在籍年限を超えた者

(2) 第63条第2項及び第3項又は第94条第2項及び第3項に規定する休学期間を超

えてなお復学できない者

(3) 授業料の納付を怠り、督促してもなお納入しない者

(4) 疾病その他の理由により、成業の見込みがないと認められる者

(除籍)

第26条 次の各号の一に該当する者については、当該学府長等又は学部長の申し出

により、学長がこれを除籍する。

(1) 死亡及び1年以上行方不明の届出のあった者

(2) 入学料の納入を猶予され、所定の猶予期間を経過してもなお納入しない者

第5節 単位、授業の方法、 試験及び単位の授与

(単位)

第27条 授業科目の単位数は、1単位の授業科目を45時間の学修を必要とする内容

をもって構成することを標準とし、授業の方法に応じ、当該授業による教育効

果、授業時間外に必要な学修等を考慮して、次の各号の基準により計算するもの

とする。

(1) 講義については、15時間の授業をもって1単位とする。ただし、工学部生命

工学科については、15時間又は30時間の授業をもって1単位とする。

(2) 演習については、15時間又は30時間の授業をもって1単位とする。

(3) 実験、実習及び実技については、30時間又は45時間の授業をもって1単位と

する。

2 前項の規定にかかわらず、卒業論文については、学修の成果を評価して単位を
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授与することが適切と認められる場合には、必要な学修等を考慮して、単位数を定

めることができる。

(授業の方法)

第28条 授業は、講義、演習、実験、実習若しくは実技のいずれかにより又はこれ

らの併用により行うものとする。

2 前項の授業は、文部科学大臣が別に定めるところにより、多様なメディアを高

度に利用して、当該授業を行う教室等以外の場所で履修させることができる。

(試験及び単位の授与)

第29条 授業科目を履修し、その試験に合格した者には、担当教員の認定により当

該授業科目について定められた単位を与える。ただし、授業科目によっては、報

告書の提出又は平素の成績によって判定することができる。

2 試験は、その授業科目の授業が終了した学期末にあらかじめ期日を定めて行う

ものとする。ただし、授業科目によっては、分割して行うことができる。

3 授業科目の成績は、S、A、B、C、Dの5種の評語をもって表し、S、A、B、Cを合

格とし、Dを不合格とする。

4 前項に規定する評語と評点及び達成状況の対応関係は、次の表のとおりとする

5 試験の実施については、別に定める。

第6節 表彰及び懲戒

(表彰)

第30条 学長は、学生として表彰に価する行為があった者については、当該学府教

授会若しくは連合農学研究科教授会(以下「学府教授会等」という。)又は学部教

授会及び教育研究評議会の議を経て、これを表彰することができる。

2 学長は、特に必要と認める場合には、前項の規定にかかわらず、前項の審議を

省略して学生を表彰することができる。

3 表彰については、別に定める。

(懲戒)

第31条 学長は、学内の秩序を乱し、その他学生の本分に反する行為があると認め

られる者については、教育研究評議会の議を経て、これを懲戒する。

2 前項の懲戒は、訓告、停学及び退学とする。

3 停学が3月以上にわたるときは、その期間は、第54条の標準修業年限又は第84条

の修業年限並びに第61条又は第92条の規定により定められた在学すべき期間には

算入しない。

4 前3項に定めるもののほか、懲戒については別に定める。

第7節 研究生、科目等履修生及び外国人留学生

(研究生)

第32条 学長は、本学において、特定の事項について研究を志願する者があるとき

は、教育研究に支障のない場合に限り、当該学府等又は学部において選考の上、

評価 評点 達成状況

合格

Ｓ 100～90点 到達基準を超えた成果を上げている。

Ａ 89～80点 到達基準を十分達成している。

Ｂ 79～70点 到達基準を達成している。

Ｃ 69～60点 到達基準を概ねおおむねしている。

不合格 Ｄ 59～0点 到達基準に達していない。
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研究生として入学を許可することができる。

2 研究生については、別に定める。

(博士特別研究生)

第32条の2 学長は、本学において、本学の博士課程(博士前期課程を除く。)修了

後、引き続き特定の事項について研究を志願する者があるときは、教育研究に支

障のない場合に限り、当該学府等において選考の上、博士特別研究生として入学

を許可することができる。

2 博士特別研究生については、別に定める。

(科目等履修生)

第33条 学長は、本学において、1又は複数の授業科目を履修することを志願する

者があるときは、教育研究に支障のない場合に限り、当該学府又は学部において

選考の上、科目等履修生として入学を許可することができるものとし、またその

履修した者に対し、単位を与えることができるものとする。

2 科目等履修生については、別に定める。

(外国人留学生)

第34条 学長は、日本の国籍を有しない者が、日本において教育を受ける目的を

もって入国し、本学に入学を志願する場合には、当該学府教授会等又は学部教授

会において選考の上、外国人留学生として入学を許可することができる。

2 外国人留学生については、別に定める。

第8節 授業料、入学料及び検定料

(授業料、入学料及び検定料の額)

第35条 授業料、入学料及び検定料の額は、別に定める。

(授業料の納付)

第36条 授業料は、年額の2分の1ずつを次の表のとおり2期に分けて納付しなけれ

ばならない。

2 後期に係る授業料については、前項の規定にかかわらず、納付する者の申し出

があったときは、当該年度の前期に係る授業料を納付させるときに併せて納付さ

せるものとする。

(停学中の授業料及び退学する場合の授業料)

第37条 停学中の授業料は、これを徴収する。

2 前期又は後期の途中で退学する場合に未納の授業料があるときは、当該期の授

業料の全額を徴収する。

(休学の場合の授業料)

第38条 休学を許可され又は休学を命ぜられた者の授業料は、これを免除すること

ができる。

2 学年の途中で復学した者の授業料については、その授業料の12分の1に相当する

額(以下「授業料の月割額」という。)に復学した日の属する月(以下「復学月」

という。)から復学月の属する期(第36条第1項に規定する前期又は後期をいう。)

の終りの月までの月数を乗じて得た額を、復学月の終わりまでに納付しなければ

ならない。

区分 納入の時期

前期(4月から9月までの分) 5月1日から5月31日まで

後期(10月から翌年3月までの分) 11月1日から11月30日まで
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(授業料の分納、授業料及び入学料の免除及び徴収の猶予)

第39条 経済的な理由によって授業料及び入学料の納付が困難であり、かつ、学業

優秀と認められる者又はその他やむを得ない事情があると認められる者等の授業

料及び入学料については、選考の上、その授業料を分納し、又は授業料及び入学

料の全部若しくは一部を免除し、又は猶予することができる。

2 前項の規定による授業料の分納、授業料及び入学料の免除及び徴収猶予につい

ては、別に定める。

3 前2項に定めるもののほか、別に定める本学外国人留学生特待生制度による特待

生の授業料及び入学料については、その全部又は一部を免除することができる。

(入学料及び検定料の不徴収)

第39条の2 次の各号の一に該当する者の入学料及び検定料は、徴収しない。

(1) 本学大学院の博士前期課程、修士課程又は専門職学位課程を修了し、引き

続き博士後期課程、4年制博士課程又は博士課程に進学する者

(2) 茨城大学大学院又は宇都宮大学大学院の博士前期課程、修士課程又は専門

職学位課程を修了し、引き続き連合農学研究科に進学する者

(検定料の免除)

第39条の3 風水害等の災害を受ける等やむを得ない事情があると認められる者の

本学学部及び大学院の検定料については、免除することができる。

2 前項の規定による検定料の免除については、別に定める。

3 第1項に定めるもののほか、別に定める本学外国人留学生特待生制度による特待

生の本学大学院の検定料については、免除することができる。

(ダブルディグリー協定に基づく取扱い)

第39条の4 本学と海外の大学とのダブルディグリー協定に基づき、受入れる学生

又は派遣する学生の授業料、入学料及び検定料については、別に定める。

(授業料、入学料及び検定料の返付)

第40条 納付した授業料、入学料及び検定料は、これを返付しない。ただし、次の

各号の一に該当した場合には、納付した者の申出により、それぞれ当該各号に定

める額を返付することができる。

(1) 削除

(2) 第36条第2項の規定により後期に係る授業料を納付した者が、第22条又は第

25条の規定により当該年度の9月末日までに休学又は退学した場合後期に係る

授業料相当額

(3) 第36条の規定により授業料を納付した者に、納付後に風水害等の災害を受

ける等やむを得ない事態が生じた場合で、第39条第1項に規定するやむを得な

い事情があると認められた場合当該授業料免除相当額

(4) 学年の途中で卒業又は修了した場合授業料の月割額に卒業又は修了した日

の属する月の翌月から卒業又は修了した日の属する月の属する期(第36条第1項

に規定する前期又は後期をいう。)の終わりの月までの月数を乗じて得た額

(5) 本学学部入学に係る第2次の学力検査等又は推薦入学等の選抜において検定

料を納付した者が、当該選抜が第1段階目の選抜(調査書、大学入学共通テスト

の結果、その他出願書類による選抜)及び第2段階目の選抜(学力検査等による

選抜)の2段階に分けて行われ、第1段階目の選抜により不合格となった場合第2

段階目の選抜に係る検定料相当額
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(6) 本学学部入学に係る第2次の学力検査又は推薦入学の選抜において検定料を

納付した者が、本学が指定した大学入学共通テスト受験科目の不足等による出

願無資格者であることが判明した場合その後の選抜に係る検定料相当額

(7) 本学学部又は大学院の検定料を納付した者が、前条第1項又は第3項の規定

に該当した場合当該選抜に係る検定料相当額

(8) 大学等における修学の支援に関する法律（令和元年法律第8号）により、授

業料又は入学料の免除が決定した場合、当該授業料免除又は入学料免除相当額

2 前項に定めるもののほか、学長は、風水害等の災害を受ける等やむを得ない事

情があると認められる者の授業料、入学料及び検定料の返付について、役員会の

議を経て、臨時の取扱いを定めることができる。

第9節 学寮

(学寮)

第41条 本学に、学寮を置く。

2 学生は、願い出によって学寮に入寮することができる。

3 学寮については、別に定める。

(寄宿料)

第42条 学寮に入寮することを許可された者は、寄宿料を納付しなければならな

い。

2 前項の寄宿料は、入寮の日の属する月から退寮の日の属する月まで毎月その月

の分を納付するものとする。

3 前項の規定にかかわらず寄宿料は、4月又は10月にそれぞれ6月分を納付するこ

とができる。

4 寄宿料の額については、別に定める。

5 納付した寄宿料は、これを返付しない。

6 災害その他によりやむを得ない事情があると認められる者には、選考の上、寄

宿料を免除することができる。

第10節 公開講座及び出版物

(公開講座)

第43条 社会人の教養を高め、文化の向上に資するため、本学に公開講座を開設す

ることができる。

2 公開講座については、別に定める。

(出版物)

第44条 本学において、学術報告その他の出版物を刊行することができる。

2 出版物については、別に定める。

第3章 大学院

第1節 修士課程、博士課程及び専門職学位課程

(大学院の目的)

第44条の2 本学の目的及び使命に則り、本学大学院は、農学、工学及び融合領域

における学術の理論及び応用を教授研究し、その深奥を究めて、科学技術の高度

化及び学際化に対応し、独創性と実行力を備え、高度の専門能力、確かな研究能

力及び教育能力を持つ職業人、研究者又は教育者の育成を目的とする。

(修士課程)

第45条 修士課程は、広い視野に立って精深な学識を授け、専攻分野における研究
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能力又は高度の専門性を要する職業等に必要な高度の能力を養うことを目的とす

る。

2 修士課程の各専攻における教育研究上の目的については、別に定める。

(博士課程)

第46条 博士課程は、専攻分野について、研究者として自立して研究活動を行い、

又はその他の高度に専門的な業務に従事するに必要な高度の研究能力及びその基

礎となる豊かな学識を養うことを目的とする。

2 博士課程は、これを前期2年の課程(以下「博士前期課程」という。)及び後期3

年の課程(以下「博士後期課程」という。)に区分(以下「区分制博士課程」とい

う。)し、又は4年の課程(以下「4年制博士課程」という。)及びこの区分を設け

ないもの(以下「一貫制博士課程」という。)とする。

3 区分制博士課程においては、その博士前期課程は、これを修士課程として取り

扱うものとする。

4 第2項の規定にかかわらず、教育研究上必要がある場合においては、後期3年の

課程のみの博士課程を置くことができる。

5 博士課程の各専攻における教育研究上の目的については、別に定める。

(専門職学位課程)

第46条の2 専門職学位課程は、高度の専門性が求められる職業を担うための深い

学識及び卓越した能力を培うことを目的とする。

2 専門職学位課程の専攻における教育研究上の目的については、別に定める。

第2節 研究院、学府及び研究科

(研究院)

第47条 農学研究院及び工学研究院に置く部門は、別表第1のとおりとする。

(学府)

第48条 工学府(共同サステイナビリティ研究専攻及び産業技術専攻を除く。)の課

程は、区分制博士課程とする。

2 工学府共同サステイナビリティ研究専攻の課程は、後期3年の課程のみの博士課

程とする。

3 工学府産業技術専攻の課程は、専門職学位課程とする。

4 農学府の課程は、修士課程及び4年制博士課程とする。

5 生物システム応用科学府の課程は博士課程とし、生物機能システム科学専攻の

課程は区分制博士課程、食料エネルギーシステム科学専攻の課程は一貫制博士課

程、共同先進健康科学専攻の課程は後期3年の課程のみの博士課程とする。

(連合農学研究科)

第49条 連合農学研究科の教育研究は、本学、茨城大学及び宇都宮大学の協力によ

り実施するものとする。

2 連合農学研究科の課程は、後期3年の課程のみの博士課程(以下「連合農学研究

科の博士課程」という。)とする。

(岐阜大学大学院連合獣医学研究科における教育研究の実施)

第50条 岐阜大学大学院連合獣医学研究科の教育研究の実施に当たっては、本学

は、帯広畜産大学、岩手大学及び岐阜大学とともに協力するものとする。

2 前項の研究科に置かれる連合講座は、帯広畜産大学畜産学部、岩手大学農学部

及び岐阜大学応用生物科学部並びに帯広畜産大学原虫病分子免疫研究センターの
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教員とともに、本学研究院の教員がこれを担当するものとする。

第3節 教員組織

(教員組織)

第51条 工学府(共同サステイナビリティ研究専攻を除く。)、農学府(共同獣医学

専攻を除く。)及び生物システム応用科学府(共同先進健康科学専攻を除く。)

は、本学の教授、准教授、講師及び助教であって、当該学府の教育を担当する資

格を有する者がこれを担当する。

2 工学府共同サステイナビリティ研究専攻は、本学の教授、准教授、講師及び助

教並びに東京外国語大学大学院総合国際学研究科共同サステイナビリティ研究専

攻及び電気通信大学大学院情報理工学研究科共同サステイナビリティ研究専攻の

教授、准教授、講師及び助教であって、教育を担当する資格を有する者のうちか

ら指名された者がこれを担当する。

3 農学府共同獣医学専攻は、本学の教授、准教授、講師及び助教並びに岩手大学

大学院獣医学研究科及びこれに関連する研究施設の教授、准教授、講師及び助教

であって、教育を担当する資格を有する者のうちから指名された者がこれを担当

する。

4 生物システム応用科学府共同先進健康科学専攻は、本学の教授、准教授、講師

及び助教並びに早稲田大学理工学術院先進理工学研究科共同先進健康科学専攻の

教授、准教授、講師及び助教であって、教育を担当する資格を有する者のうちか

ら指名された者がこれを担当する。

5 連合農学研究科は、本学の教授、准教授、講師及び助教並びに茨城大学及び宇

都宮大学の各農学部及びこれに関連する研究施設の教授、准教授、講師及び助教

であって、教育を担当する資格を有する者のうちから指名された者がこれを担当

する。

6 学府及び連合農学研究科において研究指導を担当する教員(以下「指導教員」と

いう。)その他教員組織については、当該学府及び連合農学研究科の教育規則に

おいて定める。

第4節 連合農学研究科の学生の配置

(学生の配置等)

第52条 連合農学研究科の学生は、第71条第4項に規定する主指導教員が所属する

大学に配置する。

2 学生は、この学則及び配置された大学の学内規程を遵守するものとする。

第5節 専攻及び収容定員

(専攻及び収容定員)

第53条 工学府、農学府、生物システム応用科学府及び連合農学研究科に置く専攻

及び収容定員は、別表第2のとおりとする。

第6節 標準修業年限及び在籍年限

(標準修業年限)

第54条 工学府の博士課程の標準修業年限は5年とし、博士前期課程の標準修業年

限は2年、博士後期課程(後期3年の課程のみの博士課程を含む。以下同じ。)の標

準修業年限は3年とする。

2 工学府の専門職学位課程の標準修業年限は、2年とする。

3 農学府の修士課程の標準修業年限は、2年とし、4年制博士課程の標準修業年限
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は、4年とする。

4 生物システム応用科学府の博士課程の標準修業年限は5年とし、博士前期課程の

標準修業年限は2年、博士後期課程(後期3年の課程のみの博士課程を含む。以下

同じ。)の標準修業年限は3年、一貫制博士課程の標準修業年限は5年とする。

5 連合農学研究科の博士課程の標準修業年限は、3年とする。

(在籍年限)

第55条 学生は、前条の標準修業年限の2倍の年数を超えて在籍することができな

い。ただし、第57条から第59条までの規定により再入学、転入学又は編入学した

学生は、第61条の規定により定められた在学すべき標準期間の2倍の期間を超え

て在籍することができない。(以下本条に規定する年数又は期間を「大学院の在

籍年限」という。)

第7節 入学資格等

(入学資格)

第56条 工学府の博士前期課程、生物システム応用科学府の博士前期課程及び一貫

制博士課程、農学府の修士課程並びに工学府の専門職学位課程に入学することが

できる者は、次の各号の一に該当する者とする。

(1) 大学を卒業した者

(2) 学校教育法(昭和22年法律第26号)第104条第7項の規定により学士の学位を

授与された者

(3) 外国において、学校教育における16年の課程を修了した者

(4) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修するこ

とにより当該外国の学校教育における16年の課程を修了した者

(5) 我が国において、外国の大学の課程(その修了者が当該外国の学校教育にお

ける16年の課程を修了したとされるものに限る。)を有するものとして当該外

国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が

別に指定するものの当該課程を修了した者

(6) 外国の大学その他の外国の学校（その教育研究活動等の総合的な状況につ

いて、当該外国の政府又は関係機関の認証を受けた者による評価を受けたもの

又はこれに準ずるものとして文部科学大臣が別に指定するものに限る。）にお

いて、修業年限が3年以上である課程を修了すること（当該外国の学校が行う

通信教育における授業科目を我が国において履修することにより当該課程を修

了すること及び当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設で

あって前号の指定を受けたものにおいて課程を修了することを含む。）によ

り、学士の学位に相当する学位を授与された者

(7) 専修学校の専門課程で文部科学大臣が別に指定したものを文部科学大臣が

定める日以後に修了した者

(8) 文部科学大臣の指定した者

(9) 大学に3年以上在学し、又は外国において学校教育における15年の課程を修

了し、本学大学院において、所定の単位を優れた成績をもって修得したものと

認めた者

(10) 本学大学院において個別の入学資格審査により、大学を卒業した者と同等

以上の学力があると認めた者で、22歳に達した者

2 工学府及び生物システム応用科学府の博士後期課程並びに連合農学研究科の博
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士課程に入学又は進学することができる者は、次の各号の一に該当する者とする。

(1) 修士の学位又は専門職学位を有する者

(2) 外国において、修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者

(3) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修し、修

士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者

(4) 我が国において、外国の大学院の課程を有するものとして当該外国の学校

教育制度において位置付けられた教育施設にあって、文部科学大臣が別に指定

するものの当該課程を修了し、修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授

与された者

(5) 国際連合大学本部に関する国際連合と日本国との間の協定の実施に伴う特

別措置法(昭和51年法律第72号)第1条第2項に規定する1972年12月11日の国際連

合総会決議に基づき設立された国際連合大学の課程(以下「国際連合大学」と

いう。)を修了し、修士の学位に相当する学位を授与された者

(6) 外国の学校、第4号の指定を受けた教育施設又は国際連合大学の教育課程を

履修し、大学院設置基準（昭和49年文部省令第28号）第16条の2に規定する試

験及び審査に相当するものに合格し、修士の学位を有する者と同等以上の学力

があると認められた者

(7) 文部科学大臣の指定した者

(8) 本学大学院において個別の資格審査により、修士の学位又は専門職学位を

有する者と同等以上の学力があると認めた者で、24歳に達した者

3 農学府の4年制博士課程に入学又は進学することができる者は、次の各号の一に

該当する者とする。

(1) 大学における修業年限6年の獣医学を履修する課程を卒業した者

(2) 大学における医学、歯学又は修業年限6年の薬学を履修する課程を卒業した

者

(3) 外国において、学校教育における18年の課程を修了した者

(4) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修するこ

とにより当該外国の学校教育における18年の課程を修了した者

(5) 我が国において、外国の大学の課程(その修了者が当該外国の学校教育にお

ける18年の課程を修了したとされるものに限る。)を有するものとして当該外

国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であって、文部科学大臣が

別に指定するものの当該課程を修了した者

(6) 外国の大学その他の外国の学校（その教育研究活動等の総合的な状況につ

いて、当該外国の政府又は関係機関の認証を受けた者による評価を受けたもの

又はこれに準ずるものとして文部科学大臣が別に指定するものに限る。）にお

いて、修業年限が5年以上である獣医学、医学、歯学又は薬学を履修する課程

を修了すること(当該外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国に

おいて履修することにより当該課程を修了すること及び当該外国の学校教育制

度において位置付けられた教育施設であって前号の指定を受けたものにおいて

課程を修了することを含む。)により、学士の学位に相当する学位を授与され

た者

(7) 文部科学大臣の指定した者

(8) 学校教育法第102条第2項の規定により他の大学院に入学した者であって、
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本学大学院において大学院における教育を受けるにふさわしい学力があると認め

た者

(9) 本学大学院において個別の資格審査により、大学(医学、歯学、修業年限6

年の獣医学又は薬学を履修する課程)を卒業した者と同等以上の学力があると

認めた者で、24歳に達した者

(再入学)

第57条 学長は、本学大学院を修了した者又は本学大学院に1年以上在学して退学

した者が再び入学を願い出たときは、当該学府教授会等において選考の上、当該

課程の相当年次に再入学を許可することができる。ただし、第31条に規定する懲

戒により退学となった者については、これを許可しない。

(転入学)

第58条 学長は、他の大学の大学院(以下「他の大学院」という。)に1年以上在学

している者が、本学大学院に転入学を願い出たときは、当該学府教授会等におい

て選考の上、当該課程の相当年次に転入学を許可することができる。

2 前項の規定は、国際連合大学に1年以上在学している者について準用する。

(編入学)

第59条 学長は、他の大学院を修了した者又は他の大学院に1年以上在学して退学

した者が、本学大学院に編入学を願い出たときは、当該学府教授会等において選

考の上、当該課程の相当年次に編入学を許可することができる。

2 前項の規定は、国際連合大学に1年以上在学して退学した者について準用する。

(一貫制博士課程における第3年次編入学の取扱い)

第59条の2 前条の規定にかかわらず、学長は、第56条第2項各号に掲げるいずれか

の入学資格に該当する者が、生物システム応用科学府の一貫制博士課程の第3年

次に編入学を願い出たときは、生物システム応用科学府教授会において選考の

上、編入学を許可することができる。

2 前項の編入学について必要な事項は、生物システム応用科学府において別に定

める。

(再入学等の手続)

第60条 第57条から前条までの規定による再入学、転入学又は編入学の願い出の手

続き、選考及び入学手続については、第18条から第20条までの規定を準用する。

(再入学者等の単位及び在学すべき標準期間の取扱い)

第61条 第57条から第59条までの規定により各学府等に再入学、転入学又は編入学

する者については、当該学府等の議を経て、その者の既修得科目の全部又は一部

を認定するとともに、入学後に履修しなければならない授業科目、修得しなけれ

ばならない単位数及び在学すべき標準期間を定めるものとする。

第8節 転学府、転研究科及び転専攻

(転学府、転研究科及び転専攻)

第62条 学長は、本学大学院に在学する学生が他の学府等への移籍を願い出たとき

あるいは、学府等内において他の専攻への移籍を願い出たときは、当該学府等に

おいて選考の上、これを許可することができる。

2 転学府、転研究科及び転専攻については、別に定める。

第9節 休学期間

(休学期間)
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第63条 休学期間は、学年の終わりまでとする。

2 休学期間は、工学府の博士前期課程、農学府の修士課程、生物システム応用科

学府の博士前期課程、工学府の博士後期課程、生物システム応用科学府の博士後

期課程、連合農学研究科の博士課程又は工学府の専門職学位課程についてそれぞ

れ通算して2年を、農学府の4年制博士課程又は一貫制博士課程について通算して

4年を超えることができない。

3 前項の規定にかかわらず第57条から第59条までの規定により再入学、転入学又

は編入学した学生の休学期間は、通算して第55条ただし書の規定により定められ

た在籍年限の2分の1の期間を超えることができない。

4 休学期間は、第55条の在籍年限に算入する。ただし、当該学生の所属する専攻

の申し出を当該学府等の議を経て特に認めた場合は、在籍年限に算入しない。

5 前項の規定にかかわらず、第81条の3の規定により計画的な履修が認められた後

の休学期間は、在籍年限に算入しない。

6 休学期間は、第54条の標準修業年限及び第61条の規定により定められた在学す

べき標準期間には算入しない。

第10節 博士前期課程、修士課程及び専門職学位課程における教育課程並

びに履修方法

(専修及びコース)

第64条 工学府の博士前期課程に国際専修を置き、農学府の修士課程に置くコース

は、別表第3の2のとおりとする。

(農学府の教育プログラム)

第64条の2 農学府の修士課程のコースに、教育プログラム(以下「農学府の教育プ

ログラム」という。)を置く。

2 農学府の教育プログラムは、別表第3の3のとおりとする。

(授業科目)

第65条 各学府は、専攻分野に応じて授業科目を開設する。

2 授業科目及びその単位数については、当該学府の教育規則において定める。

(教育課程及び履修方法)

第66条 教育課程は、工学府の博士前期課程、農学府の修士課程、生物システム応

用科学府の博士前期課程及び工学府の専門職学位課程の専攻ごとに編成する。

2 各学府(工学府産業技術専攻を除く。)の学生は、在学期間中に前項の教育課程

に従い、所定の授業科目を履修して30単位以上を修得し、かつ、研究指導を受け

なければならない。

3 工学府産業技術専攻の学生は、在学期間中に第1項の教育課程に従い、所定の授

業科目を履修して36単位以上を修得しなければならない。

4 教育課程及び履修方法については、当該学府の教育規則において定める。

(履修科目の登録の上限)

第66条の2 工学府産業技術専攻においては、学生が各年次にわたって適切に授業

科目を履修するため、学生が1年間又は前期若しくは後期に履修科目として登録

することのできる単位数の上限を定めるものとする。

(教職に関する授業科目及び教育職員免許状の種類)

第67条 本学の学府の専攻において取得できる教育職員免許状の種類は、別表第4

のとおりとする。
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2 教育職員免許状の取得に関する履修については、別に定める。

第11節 博士後期課程、4年制博士課程、一貫制博士課程及び連合農学研

究科の博士課程における教育課程等

(専修及び授業科目)

第68条 工学府の博士後期課程(共同サステイナビリティ研究専攻を除く。)に国際

専修を置き、それぞれの専攻に応じて授業科目を開設する。

2 授業科目及び単位数については、工学府の教育規則において定める。

第68条の2 農学府の4年制博士課程に置く講座は、別表第5の2のとおりとする。

2 授業科目及びその単位数については、農学府の教育規則において定める。

第69条 生物システム応用科学府の博士後期課程及び一貫制博士課程は、それぞれ

の専攻に応じて授業科目を開設する。

2 授業科目及びその単位数については、生物システム応用科学府の教育規則にお

いて定める。

第70条 連合農学研究科に置く大講座は、別表第5の3のとおりとし、それぞれの専

攻に応じて授業科目を開設する。

2 授業科目及びその単位数については、連合農学研究科の教育規則において定め

る。

(教育方法)

第71条 工学府の博士後期課程、農学府の4年制博士課程、生物システム応用科学

府の博士後期課程及び一貫制博士課程並びに連合農学研究科の博士課程における

教育は、授業科目の授業及び研究指導によって行う。

2 工学府の博士後期課程、農学府の4年制博士課程、生物システム応用科学府の博

士後期課程及び一貫制博士課程並びに連合農学研究科の博士課程の学生は、在学

期間中に、別に定める授業科目を履修して所定の単位を修得しなければならな

い。

3 学生は、複数の指導教員の研究指導を受けるものとする。

4 前項の指導教員のうち、1人を主指導教員とし、他の者を副指導教員とする。

5 教育課程及び履修方法については、当該学府及び連合農学研究科の教育規則に

おいて定める。

(大学院における教育プログラム)

第71条の2 学府及び研究科において編成する教育課程のほか、博士課程教育リー

ディングプログラム及び卓越大学院プログラム(以下「教育プログラム」とい

う。)を開設する。

2 教育プログラムに関し必要な事項は、別に定める。

第12節 課程修了及び学位

(学位論文及び最終試験)

第72条 各学府及び連合農学研究科の学生は、在学中に学位論文を提出し、最終試

験を受けなければならない。

2 最終試験は、学位論文を中心として、筆記又は口頭により行う。

3 学位論文の提出時期、審査方法等については、当該学府及び連合農学研究科の

教育規則において定める。

(修士課程等の修了)

第73条 工学府若しくは生物システム応用科学府の博士前期課程又は農学府の修士
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課程に標準修業年限以上在学し、各専攻ごとの教育課程に従い第66条第2項に規定

する単位を修得するとともに、研究指導を受け、在学中に学位論文を提出してそ

の審査に合格し、かつ、最終試験に合格した者については、当該学府教授会の議

を経て、当該学府長が課程の修了を認定し、学長がこれを決定する。ただし、在

学期間に関しては、特に優れた業績を上げた者については、1年以上在学すれば

足りるものとする。

2 前条の規定にかかわらず、前項の場合において、当該修士課程等の目的に応じ

当該学府教授会の議を経て適当と認められるときは、特定の課題についての研究

の成果の審査をもって学位論文の審査に代えることができる。

3 前条の規定にかかわらず、博士前期課程の修了の要件は、当該博士課程の目的

を達成するために必要と認められる場合には、前2項に規定する学位論文又は特

定の課題についての研究の成果の審査及び最終試験に合格することに代えて、次

に掲げる試験及び審査に合格することとすることができる。

(1) 専攻分野に関する高度の専門的知識及び能力並びに当該専攻分野に関連す

る分野の基礎的素養であって当該博士前期課程において修得し、又は涵養すべ

きものについての試験

(2) 博士論文に係る研究を主体的に遂行するために必要な能力であって当該博

士前期課程において修得すべきものについての審査

4 前項の規定は、教育プログラムを履修する者及び第75条第2項の規定により一貫

制博士課程において前項の修了要件を満たした者に限り適用することができる。

5 第1項から第3項までの規定にかかわらず、生物システム応用科学府の一貫制博

士課程の第2年次をもって退学する場合において、東京農工大学大学院生物シス

テム応用科学府教育規則に規定する単位を修得するとともに、研究指導を受け、

在学中に学位論文を提出してその審査に合格し、かつ、最終試験に合格した者に

ついては、生物システム応用科学府教授会の議を経て、生物システム応用科学府

長が修士課程等の修了に相当する要件を満たした者と認定し、学長がこれを決定

する。

(博士後期課程等の修了)

第74条 工学府の博士後期課程、生物システム応用科学府の博士後期課程若しくは

一貫制博士課程又は連合農学研究科の博士課程に標準修業年限以上在学し、第71

条第1項及び第2項の規定により教育を受けた上、学位論文の審査及び最終試験に

合格した者については、当該学府教授会等の議を経て、当該学府長等が課程の修

了を認定し、学長がこれを決定する。ただし、在学期間に関しては、特に優れた

研究業績を上げた者については、大学院に3年（修士課程又は博士前期課程にお

ける在学期間(当該課程に標準修業年限以上在学し修了した者にあっては2年、当

該課程を2年未満の在学期間をもって修了した者にあっては当該在学期間)を含

む。）以上在学すれば足りるものとする。

2 農学府の4年制博士課程に標準修業年限以上在学し、第71条第1項及び第2項の規

定により教育を受けた上、学位論文の審査及び最終試験に合格した者について

は、農学府教授会の議を経て、農学府長が課程の修了を認定し、学長がこれを決

定する。ただし、在学期間に関しては、特に優れた研究業績を上げた者について

は、大学院に3年以上在学すれば足りるものとする。

3 生物システム応用科学府の一貫制博士課程に標準修業年限(第59条の2の規定に
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より第3年次に編入学をした者にあっては3年)以上在学し、第71条第1項及び第2項

の規定により教育を受けた上、学位論文の審査、最終試験及び別に定める研究

リーダー基盤能力審査に合格した者については、生物システム応用科学府教授会

の議を経て、生物システム応用科学府長が課程の修了を認定し、学長がこれを決

定する。ただし、在学期間に関しては、特に優れた研究業績を上げた者について

は、当該課程に3年（修士課程又は博士前期課程における在学期間(当該課程に標

準修業年限以上在学し修了した者にあっては2年、当該課程を2年未満の在学期間

をもって修了した者にあっては当該在学期間)を含む。）以上在学すれば足りる

ものとする。

4 第56条第2項の規定による入学資格をもって入学した者の在学期間に関しては、

特に優れた研究業績を上げた者については、第1項の規定にかかわらず、1年以上

在学すれば足りるものとする。

(専門職学位課程の修了)

第74条の2 工学府の専門職学位課程に標準修業年限以上在学し、専攻の教育課程

に従い第66条第3項に規定する単位の修得その他教育課程を履修した者について

は、工学府教授会の議を経て、工学府長が課程の修了を認定し、学長がこれを決

定する。ただし、在学期間に関しては、第79条の規定により、当該専攻に入学す

る前に修得した単位(学校教育法第102条第1項の規定により入学資格を有した

後、修得したものに限る。)を当該専攻において修得したものとみなす場合で

あって当該単位の修得により当該専攻の教育課程の一部を履修したと認めるとき

は、当該単位数、その修得に要した期間その他を勘案して1年を超えない範囲で

工学府の議を経て定める期間在学したものとみなすことができる。

(学位の授与)

第75条 学長は、次の表の左欄に掲げる課程を修了した者に、別に定めるところに

より、それぞれ同表の右欄に掲げる学位を授与する。

2 学長は、次の表の左欄に掲げる課程において第73条(第4項を除く。)に規定する

修士課程等の修了に相当する要件を満たした者に、別に定めるところにより、同

表の右欄に掲げる学位を授与することができる。

課程 学位

工学府の博士前期課程 修士(工学)又は修士(学術)

工学府の博士後期課程（共同サステイナビリティ
研究専攻を除く。）

博士(工学)又は博士(学術)

工学府の博士後期課程（共同サステイナビリティ
研究専攻に限る。）

博士(学術)

農学府の修士課程 修士(農学)又は修士(学術)

農学府の4年制博士課程 博士(獣医学)

生物システム応用科学府の博士前期課程
修士(工学)、修士(農学)又は
修士(学術)

生物システム応用科学府の博士後期課程（共同先
進健康科学専攻を除く。）及び一貫制博士課程 

博士(工学)、博士(農学)又は
博士(学術)

生物システム応用科学府の博士後期課程（共同先
進健康科学専攻に限る。）

博士(生命科学)

連合農学研究科の博士課程 博士(農学)又は博士(学術)

工学府の専門職学位課程 技術経営修士(専門職)

Page 19 of 41東京農工大学学則

2023/03/29http://honbu5.office.tuat.ac.jp/joureikun-web/basic/act/JB809/ActPrint/View.do



3 博士の学位は、本学に学位論文を提出してその審査に合格し、かつ、博士課程

を修了した者と同等以上の学力を有すると確認された者にも授与することができ

る。

第13節 他の大学院における授業科目の履修等

(他の大学院における授業科目の履修等)

第76条 教育上有益と認めるときは、別に定めるところにより、学生が他の大学院

において履修した授業科目について修得した単位を、本学大学院における授業科

目の履修により修得したものとみなすことができる。

2 前項の規定により本学大学院(工学府産業技術専攻を除く。以下この項において

同じ。)において修得したものとみなすことができる単位数は、次条第1項の規定

により本学大学院において修得したものとみなす単位数と合わせて、15単位を超

えない範囲で、第66条第2項又は第71条第2項に規定する単位数に算入することが

できる。

3 第1項の規定により工学府産業技術専攻において修得したものとみなすことがで

きる単位数は、次条第1項及び第79条第1項の規定により当該専攻において修得し

たものとみなす単位数と合わせて、第66条第3項に規定する単位数の2分の1を超

えない範囲で、同項に規定する単位数に算入することができる。

4 第1項の規定は、学生が外国の大学院に留学する場合及び国際連合大学の授業科

目を履修する場合について準用する。

(休学期間中の授業科目の履修等)

第76条の2 教育上有益と認めるときは、学生が休学期間中に他の大学院（外国の

大学院及び国際連合大学を含む。)において履修した授業科目について修得した

単位を、当該学府等の議を経て、本学大学院における授業科目の履修により修得

したものとみなすことができる。

2 前項の規定により本学大学院(工学府産業技術専攻を除く。以下この項において

同じ。)において修得したものとみなすことができる単位数は、前条第1項の規定

により本学大学院において修得したものとみなす単位数と合わせて、15単位を超

えない範囲で、第66条第2項又は第71条第2項に規定する単位数に算入することが

できる。

3 第1項の規定により工学府産業技術専攻において修得したものとみなすことがで

きる単位数は、前条第1項及び第79条第1項の規定により当該専攻において修得し

たものとみなす単位数と合わせて、第66条第3項に規定する単位数の2分の1を超

えない範囲で、同項に規定する単位数に算入することができる。

(他の大学院等における研究指導)

第77条 教育上有益と認めるときは、別に定めるところにより、学生が他の大学院

又は研究所等において、必要な研究指導を受けることを認めることができる。

2 前項の規定は、学生が外国の大学院若しくは研究所等又は国際連合大学におい

て、研究指導を受けようとする場合について準用する。

(留学等)

第78条 学生は、第76条第4項及び前条第2項の規定に基づき、修学又は研究指導を

課程 学位

生物システム応用科学府の一貫制博士課程
修士(工学)、修士(農学)又は
修士(学術)
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受けようとするときは、当該学府長等を経て、学長に願い出なければならない。

2 前項の願い出があったときは、学長は当該学府等の議を経て、これを許可する

ことができる。

(入学前の既修得単位の認定)

第79条 教育上有益と認めるときは、学生が本学大学院に入学する前に本学大学院

及び他の大学院(外国の大学院及び国際連合大学を含む。)において履修した授業

科目について修得した単位(科目等履修生により修得した単位を含む。)を、入学

した後の当該学府等の議を経て、当該学府等における授業科目の履修により修得

したものとみなすことができる。

2 前項の規定により本学大学院(工学府産業技術専攻を除く。以下この項において

同じ。)において修得したものとみなすことができる単位数は、編入学、転学等

の場合を除き、本学大学院において修得した単位以外のものについては、15単位

を超えない範囲で、第66条第2項又は第71条第2項に規定する単位数に算入するこ

とができる。

3 第1項の規定により工学府産業技術専攻において修得したものとみなすことがで

きる単位数は、編入学、転学等の場合を除き、当該専攻において修得した単位以

外のものについては、第76条第1項及び第76条の2第1項の規定により当該専攻に

おいて修得したものとみなす単位数と合わせて、第66条第3項に規定する単位数

の2分の1を超えない範囲で、同項に規定する単位数に算入することができる。

(修得単位の上限)

第79条の2 第76条第1項、第76条の2第1項及び第79条第1項の規定により本学大学

院において修得したものとみなす単位数は、合わせて20単位を超えないものとす

る。

(大学院における在学期間の短縮)

第79条の3 第79条第1項の規定により学生が本学大学院に入学する前に修得した単

位（学校教育法第102条第1項の規定により入学資格を有した後、修得したものに

限る。）を本学大学院(工学府産業技術専攻を除く。以下この項において同じ。)

において修得したものとみなす場合であって、当該単位の修得により本学大学院

の修士課程又は博士課程（前期及び後期の課程に区分する博士課程における後期

の課程並びに後期3年の課程のみの博士課程を除く。）の教育課程の一部を履修

したと認めるときは、当該単位数、その修得に要した期間その他を勘案して1年

を超えない範囲で当該学府等の議を経て定める期間在学したものとみなすことが

できる。ただし、この場合においても、修士課程及び博士前期課程については、

当該課程に少なくとも1年以上在学するものとする。

2 前項の規定は、第73条第1項ただし書又は第74条第1項から第3項までのただし書

に規定する在学期間と併せて適用することができる。

3 第1項の規定は、第59条の2の規定により生物システム応用科学府の一貫制博士

課程の第3年次に編入学した者の在学期間については、適用しない。

(特別聴講学生)

第80条 他の大学院(外国の大学院及び国際連合大学を含む。)の学生が、本学の大

学院において特定の授業科目を履修することを志願するときは、別に定めるとこ

ろにより、学長に願い出なければならない。

2 前項の願い出があったときは、学長は、当該学府等の議を経て、特別聴講学生
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としてこれを許可することができる。

(特別研究学生)

第81条 他の大学院(外国の大学院及び国際連合大学を含む。)の学生が、本学の大

学院において研究指導を受けることを志願するときは、別に定めるところによ

り、学長に願い出なければならない。

2 前項の願い出があったときは、学長は、当該学府等の議を経て、特別研究学生

としてこれを許可することができる。

第14節 教育方法、教育課程の履修等の特例

(教育方法の特例)

第81条の2 本学大学院の課程においては、教育上特別の必要があると認められる

場合には、夜間その他特定の時間又は時期において授業又は研究指導を行う等の

適当な方法により教育を行うことができる。

(長期にわたる教育課程の履修)

第81条の3 学生が、職業を有している等の事情により、第54条に規定する標準修

業年限を超えて一定期間にわたり計画的に教育課程を履修することを希望する旨

を申し出たときは、別に定めるところにより、その計画的な履修を認めることが

できる。

2 前項の規定により計画的な履修を認められた者は、大学院の在籍年限を超える

ことができない。

第4章 学部

第1節 学部の目的

(学部の目的)

第82条 本学の目的及び使命に則り、学部は、農学及び工学に関する学術の基盤及

び教養を授け、社会の要請に応える課題探求能力を養うことを目的とする。

2 各学部に置く学科における教育研究上の目的については、別に定める。

第2節 学科及び収容定員

(学科及び収容定員)

第83条 各学部に置く学科及びその収容定員は、別表第6のとおりとする。

第3節 修業年限及び在籍年限

(修業年限)

第84条 学部の修業年限は、4年とする。ただし、農学部共同獣医学科(以下「共同

獣医学科」という。)の修業年限は、6年とする。

(修業年限の通算)

第85条 本学の科目等履修生(大学の学生以外の者に限る。)として一定の単位を修

得した者が本学に入学(第88条から第90条までの規定による再入学、転入学及び

編入学を含む。以下この条において同じ。)する場合において、当該単位の修得

により教育課程の一部を履修したと認められるとき(授業科目の履修が体系的

で、正規の学生と同様の教育効果を上げていると認められる場合に限る。)は、

第99条第1項の規定により入学した後に修得したものとみなすことのできる当該

単位数、その修得に要した期間その他必要と認める事項を勘案して当該学部の議

を経て定める期間を、修業年限に通算することができる。ただし、その期間は、

前条に規定する修業年限の2分の1を超えてはならない。

(在籍年限)
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第86条 学生は、修業年限の2倍の年数を超えて在籍することができない。ただ

し、第88条から第90条までの規定により再入学、転入学又は編入学した学生は、

第92条の規定により定められた在学すべき期間の2倍の期間を超えて在籍するこ

とができない。(以下本条に規定する年数又は期間を「学部の在籍年限」とい

う。)

第4節 入学資格等

(入学資格)

第87条 本学に入学することのできる者は、次の各号の一に該当する者とする。

(1) 高等学校を卒業した者

(2) 中等教育学校を卒業した者

(3) 通常の課程による12年の学校教育を修了した者

(4) 外国において学校教育における12年の課程を修了した者又はこれに準ずる

者で文部科学大臣の指定した者

(5) 文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有する者として認定した在

外教育施設の当該課程を修了した者

(6) 専修学校の高等課程で文部科学大臣が別に指定したものを文部科学大臣が

定める日以後に修了した者

(7) 文部科学大臣の指定した者

(8) 高等学校卒業程度認定試験規則(平成17年文部科学省令第1号)による高等学

校卒業程度認定試験に合格した者(同規則附則第2条の規定による廃止前の大学

入学資格検定規程(昭和26年文部省令第13号)による大学入学資格検定に合格し

た者を含む。)で、18歳に達した者

(9) 本学において個別の入学資格審査により、高等学校を卒業した者と同等以

上の学力があると認めた者で、18歳に達した者

(再入学)

第88条 学長は、本学を卒業した者又は本学に1年以上在学して退学した者が再び

入学を願い出たときは、欠員のある場合に限り、当該学部教授会において選考の

上、相当年次に入学を許可することができる。ただし、第31条に規定する懲戒に

より退学となった者については、これを許可しない。

(転入学)

第89条 学長は、他の大学に1年以上在学している者が、本学に転入学を願い出た

ときは、欠員のある場合に限り、当該学部教授会において選考の上、相当年次に

入学を許可することができる。

(編入学)

第90条 本学に編入学できる者は、次の各号の一に該当する者とする。

(1) 大学を卒業した者又は大学に1年以上在学して退学した者

(2) 短期大学を卒業した者

(3) 高等専門学校を卒業した者

(4) 高等学校（中等教育学校の後期課程及び特別支援学校の高等部を含む。）

の専攻科の課程（修業年限が2年以上であることその他の文部科学大臣の定め

る基準を満たすものに限る。）を修了した者（学校教育法第90条第1項に規定

する者に限る。）

(5) 専修学校の専門課程(修業年限が2年以上であることその他の文部科学大臣
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の定める基準を満たすものに限る。)を修了した者(学校教育法第90条第1項に規

定する者に限る。)

(6) 旧国立養護教諭養成所及び旧国立工業教員養成所を卒業した者

(7) 学校教育法施行規則附則第7条に定める従前の規定による高等学校、専門学

校又は教員養成諸学校等の課程を修了し、又は卒業した者

(8) 外国の短期大学を卒業した者及び外国の短期大学の課程を有するものとし

て当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であって、文部科

学大臣が別に指定するものの当該課程を我が国において修了した者(学校教育

法第90条第1項に規定する者に限る。)

(9) 外国において学校教育における13年の課程を修了した者

2 学長は、前項に規定する者が編入学を願い出たときは、当該学部教授会におい

て選考の上、相当年次に入学を許可することができる。

3 編入学については、別に定める。

(再入学等の手続)

第91条 第88条から前条までの規定による再入学、転入学又は編入学の願い出の手

続き、選考及び入学手続については、第18条から第20条までの規定を準用する。

(再入学者等の単位及び在学すべき期間の取扱い)

第92条 第88条から第90条までの規定により再入学、転入学又は編入学する者につ

いては、当該学部の議を経て、その者の既修得科目の全部又は一部を認定すると

ともに入学後に履修しなければならない授業科目、修得しなければならない単位

数及び在学すべき期間を定める。

第5節 転学部及び転学科

(転学部及び転学科)

第93条 学長は、本学に1年以上在学する学生が他の学部への移籍を願い出たとき

又は学部内において他の学科への移籍を願い出たときは、欠員のある場合に限

り、当該学部において選考の上、これを許可することができる。

2 転学部及び転学科については、別に定める。

第6節 休学期間

(休学期間)

第94条 休学期間は、学年の終りまでとする。

2 休学期間は、通算して3年を超えることができない。ただし、共同獣医学科につ

いては、通算して5年を超えることができない。

3 前項の規定にかかわらず第88条から第90条までの規定により再入学、転入学又

は編入学した学生の休学期間は、通算して第86条ただし書の規定により定められ

た在籍年限の2分の1の期間を超えることができない。

4 休学期間は、学部の在籍年限に算入する。

5 休学期間は、第84条の修業年限及び第92条の規定により定められた在学すべき

期間には算入しない。

第7節 教育課程及び履修方法

(講座及び学科目)

第95条 本学の学部学科における講座及び学科目は、別表第7のとおりとする。

(授業科目)

第96条 授業科目の区分は、次のとおりとする。
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(1) 教養科目 本学の学生に共通する授業科目で、普遍的教養の育成を目的と

する授業科目

(2) 専門科目

イ 専門基礎科目 専門科目の履修を円滑に行うための専門教育の基礎となる

授業科目

ロ 専門科目 専門の学術を履修させるための授業科目

2 授業科目の名称及び単位数については、当該学部の教育規則において定める。

(外国人留学生等に関する授業科目等の特例)

第97条 外国人留学生及び外国人留学生以外の学生で外国において教育を受けたも

のの教育について必要があると認めるときは、前条に規定するもののほか、日本

語科目及び日本事情に関する科目を置き、これらに関する授業科目を開設するこ

とができる。

2 前項に規定する科目の授業科目の名称及び単位数、履修方法その他必要な事項

は、次条及び第101条の規定にかかわらず、特例を定めることができる。

(卒業の要件となる単位数)

第98条 学生は、在学期間中に、卒業の要件となる単位数として、次の各号に掲げ

る授業科目の区分ごとに定められた単位数を含め、130単位以上を修得しなけれ

ばならない。ただし、共同獣医学科の学生については、202単位以上を修得しな

ければならない。

(1) 教養科目 当該学部の教育規則において定められた単位数以上

(2) 専門科目 当該学部の教育規則において定められた単位数以上

2 学生は、前項に定める卒業の要件となる単位数のうち、自由選択単位として前

項各号に掲げる授業科目のうちから、当該学部の教育規則において定められた単

位数以上を選択、修得するものとする。

3 第1項の規定により卒業の要件として修得すべき単位のうち、第28条第2項の授

業の方法により修得する単位数は60単位を超えないものとする。ただし、卒業の

要件として第1項で定める単位数が大学設置基準(昭和31年文部省令第28号)第32

条で卒業の要件として定める単位数を超える場合は、その超える単位数を60単位

に加算した単位数を超えないものとする。

(入学前の既修得単位等の認定)

第99条 教育上有益と認めるときは、学生が入学する前に大学又は短期大学(外国

の大学又は短期大学を含む。)において履修した授業科目について修得した単位

(科目等履修生により修得した単位を含む。)を、当該学部の議を経て、本学にお

ける授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。

2 教育上有益と認めるときは、学生が入学する前に行った国内の短期大学又は高

等専門学校の専攻科における学修その他文部科学大臣が定める学修を、当該学部

の議を経て、本学における授業科目の履修とみなし、単位を与えることができ

る。

3 前2項の規定により修得したものとみなし、又は与えることができる単位数は、

編入学、転学等の場合を除き、本学において修得した単位以外のものについて

は、第108条第1項、第108条の2第1項及び第109条第1項の規定により、本学にお

いて修得したものとみなす単位数と合わせて60単位を超えないものとし、第98条

に規定する単位数に算入することができる。

Page 25 of 41東京農工大学学則

2023/03/29http://honbu5.office.tuat.ac.jp/joureikun-web/basic/act/JB809/ActPrint/View.do



4 入学前の既修得単位等の認定については、当該学部の教育規則において定め

る。

(卒業論文)

第100条 第96条に掲げる授業科目のほかに、卒業論文を課すことができる。

2 卒業論文については、第98条第1項第2号の専門科目に関する授業科目とみな

し、所定の単位を与える。

3 教育上有益と認めるときは、本学教員の指導のもとに、学生が他の大学又は研

究所等において必要な指導の一部を受けることを認めることができる。

4 卒業論文の提出の時期、審査の方法等については、当該学部の教育規則におい

て定める。

(教育課程及び履修方法)

第101条 教育課程は、各学部の学科ごとに、各授業科目を必修科目及び選択科目

に分け、これを各年次に配当して編成する。

2 教育課程及び履修方法については、当該学部の教育規則において定める。

(履修科目の登録の上限)

第102条 学生が各年次にわたって適切に授業科目を履修するため、卒業の要件と

して修得すべき単位数について、学生が1年間又は前期若しくは後期に履修科目

として登録することができる単位数の上限は、当該学部の議を経て別に定める。

2 所定の単位を優れた成績をもって修得した学生については、別に定める上限ま

での履修科目の登録を認める。

(教職に関する授業科目及び教育職員免許状の種類)

第103条 教育職員免許状を取得しようとする者のために、教職に関する授業科目

を開設する。

2 教育職員免許状の取得に関する履修については、別に定める。

3 本学において取得できる教育職員免許状の種類は、別表第9のとおりとする。

第8節 卒業及び学位

(卒業)

第104条 本学に修業年限以上の期間在学し、各学科ごとの教育課程に従い第98条

に規定する単位を修得した者については、当該学部教授会の議を経て学部長が当

該学科の課程の修了及び卒業を認定し、学長が卒業を決定する。

(早期卒業)

第105条 第84条及び前条の規定にかかわらず、本学に3年以上の期間在学し、第98

条に規定する単位を、特に優秀な成績をもって修得したと認められる場合は、当

該学部教授会の議を経て学部長が当該学科の課程の修了及び卒業を認定し、学長

が卒業を決定することができる。

2 前項の卒業を認証する時期は、第3年次の終りとする。

3 早期卒業については、別に定める。

(卒業証書・学位記)

第106条 学長は、卒業を決定した者に卒業証書・学位記を授与する。

2 卒業証書・学位記の様式については、別に定める。

(学位の授与)

第107条 学長は、次の表の左欄に掲げる学部を卒業した者に、別に定めるところ

により、それぞれ同表の右欄に掲げる学位を授与する。
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第9節 他の大学等における授業科目の履修等

(他の大学又は短期大学における授業科目の履修等)

第108条 教育上有益と認めるときは、別に定めるところにより、学生が他の大学

又は短期大学において履修した授業科目について修得した単位を、本学における

授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。

2 前項の規定により修得したものとみなすことができる単位数は、第99条第1項及

び第2項、次条第1項並びに第109条第1項の規定により、本学において修得したも

のとみなす単位数と合わせて、60単位を超えない範囲で第98条に規定する単位数

に算入することができる。

3 前項の規定は、学生が外国の大学又は短期大学に留学する場合について準用す

る。

(休学期間中の授業科目の履修等)

第108条の2 教育上有益と認めるときは、学生が休学期間中に他の大学又は短期大

学(外国の大学又は短期大学を含む。)において履修した授業科目について修得し

た単位を、当該学部の議を経て、本学における授業科目の履修により修得したも

のとみなすことができる。

2 前項の規定により修得したものとみなすことができる単位数は、第99条第1項及

び第2項、前条第1項並びに次条第1項の規定により、本学において修得したもの

とみなす単位数と合わせて、60単位を超えない範囲で第98条に規定する単位数に

算入することができる。

(大学以外の教育施設等における学修)

第109条 教育上有益と認めるときは、学生が行う短期大学又は高等専門学校の専

攻科における学修その他文部科学大臣が別に定める学修を、当該学部の議を経

て、本学における授業科目の履修とみなし、単位を与えることができる。

2 前項の規定により与えることのできる単位は、第99条第1項及び第2項、第108条

第1項並びに前条第1項の規定により、本学において修得したものとみなす単位数

と合わせ60単位を超えないものとする。

3 大学以外の教育施設等における学修については、別に定める。

(留学)

第110条 学生は、第108条の規定に基づき、外国の大学又は短期大学において修学

するため、留学しようとするときは、当該学部長を経て、学長に願い出なければ

ならない。

2 前項の願い出があったときは、学長は当該学部の議を経て、これを許可するこ

とができる。

(特別聴講学生)

第111条 他の大学又は短期大学(外国の大学又は短期大学を含む。)の学生が、本

学において特定の授業科目を履修することを志願しようとするときは、別に定め

るところにより、学長に願い出なければならない。

2 前項の願い出があったときは、学長は当該学部(東京農工大学科学技術短期留学

学部 学位

農学部(共同獣医学科を除く。) 学士(農学)

農学部共同獣医学科 学士(獣医学)

工学部 学士(工学)

Page 27 of 41東京農工大学学則

2023/03/29http://honbu5.office.tuat.ac.jp/joureikun-web/basic/act/JB809/ActPrint/View.do



プログラムに係る場合にあっては、グローバル教育院)の議を経て、特別聴講学生

としてこれを許可することができる。

附 則

1 この学則は、平成16年4月7日から施行し、平成16年4月1日から適用する。

2 平成16年3月31日に工学研究科、農学研究科及び生物システム応用科学研究科

(以下「旧研究科」という。)に在学する者は、この規則の適用に伴い、第2条第2

項に規定する工学教育部、農学教育部及び生物システム応用科学教育部に在学

し、旧研究科を修了するため必要であった教育課程の履修を当該教育部において

行うものとする。

3 次の専攻の収容定員は、第53条の規定にかかわらず、平成16年度及び平成17年

度においては、次の表のとおりとする。

教育部
等名

専攻名
平成16年度 平成17年度

前期課程 後期課程 前期課程 後期課程

工学教
育部

生命工学専攻 71 32 76 37

応用科学専攻 116 28 116 35

機械システム工学専
攻

103 27 106 33

電子情報工学専攻 － 37 － 47

物理システム工学専
攻

43 － 44 －

電気電子工学専攻 82 － 82 －

情報コミュニケー
ション工学専攻

57 － 58 －

計 472 124 482 152

教育部
等名

専攻名 16年度

農学教
育部

生物生産科学専攻 39

共生持続社会学専攻 26

応用生命化学専攻 36

生物制御科学専攻 27

環境資源物質科学専攻 21

物質循環環境科学専攻 27

自然環境保全学専攻 33

農業環境工学専攻 18

国際環境農学専攻 50

計 277

教育部等名 専攻名
平成16年度 平成17年度

前期課程 後期課程 前期課程 後期課程

生物システム
応用科学教育
部

生物システム
応用科学専攻

104 66 104 66
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4 次の学科の収容定員は、第83条の規定にかかわらず、平成16年度、平成17年度

及び平成18年度においては、次の表のとおりとする。

附 則(平成17年4月1日 17経教規則第2号)

1 この規則は、平成17年4月1日から施行する。

2 連合農学研究科の収容定員は、改正後の別表第2の規定にかかわらず、平成17年

度及び平成18年度においては、次の表のとおりとする。

3 技術経営研究科の収容定員は、改正後の別表第2の規定にかかわらず、平成17年

度においては、次の表のとおりとする。

計 104 66 104 66

専攻名 16年度 17年度

生物生産学専攻 32 34

生物工学専攻 16 17

資源・環境学専攻 12 12

計 60 63

学部及び学科 平成16年度 平成17年度 平成18年度

農
学
部

生物生産学科 237 234 231

応用生物科学科 296 292 288

環境資源科学科 256 252 248

地域生態システム学科 316 312 308

獣医学科 210 210 210

計 1,315 1,300 1,285

工
学
部

生命工学科 341 336 333

応用分子化学科 204 200 197

有機材料化学科 184 180 177

化学システム工学科 156 154 152

機械システム工学科 512 504 500

物理システム工学科 236 232 228

電気電子工学科 413 406 399

情報コミュニケーション工学
科

275 270 －

情報工学科 － － 267

計 2,321 2,282 2,253

合計 3,636 3,582 3,538

学府等名 専攻名 平成17年度 平成18年度

連合農学研究科 生物生産学専攻 44人 56人

生物工学専攻 21人 26人

資源・環境学専攻 16人 20人

計 81人 102人

教育部等名 専攻名 平成17年度

技術経営研究科 技術リスクマネジメント専攻 40人
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附 則(平成17年4月1日 17経教規則第5号)

1 この規則は、平成17年4月1日から施行する。

2 平成17年3月31日現在在学している者については、改正後の別表第3の1、別表第

4及び別表第5の1の規定にかかわらず、なお、従前の例による。

附 則(平成17年6月29日 17経教規則第11号)

この規則は、平成17年6月29日から施行する。

附 則(平成17年11月7日 17経教規則第12号)

この規則は、平成17年11月7日から施行する。

附 則(平成18年4月1日18教規則第3号)

1 この規則は、平成18年4月1日から施行する。ただし、第32条の次に1条を加える

改正規定は、平成18年3月27日から施行し、平成18年3月1日から適用する。この

場合において、「当該学府教授会等(農学府及び技術経営研究科を除く。)」とあ

るのは、同年3月31日までの間に限り、「当該教育部教授会等(農学教育部及び技

術経営研究科を除く。)」と読み替えるものとする。

2 平成18年3月31日に工学教育部、農学教育部及び生物システム応用科学教育部

(以下「旧教育部」という。)に在学する者は、国立大学法人東京農工大学研究部

等の名称変更に伴う規則等の整理に関する規程の適用に伴い、国立大学法人東京

農工大学学則第2条第2項に規定する工学府、農学府及び生物システム応用科学府

に在学し、旧教育部を修了するため必要であった教育課程の履修を当該学府にお

いて行うものとする。

3 平成18年3月31日現在在学している者については、この規則及び国立大学法人東

京農工大学研究部等の名称変更に伴う規則等の整理に関する規程の施行により改

正される次の別表(工学府、農学府及び生物システム応用科学府の部分を除く。)

にかかわらず、なお、従前の例による。

(1) 別表3の1

(2) 別表4

(3) 別表7

(4) 別表8

(5) 別表9

附 則(平成18年10月25日 18経教規則第5号)

この規則は、平成18年10月25日から施行し、第36条第1項、同条第4項及び第42条

第3項の改正規定は、平成19年4月1日から、第39条の次に1条を加える規定は、平成

16年4月1日から、第40条第3号の次に1号を加える規定は、平成18年10月25日から、

それぞれ適用する。

附 則(平成19年4月1日19教規則第1号)

この規則は、平成19年4月1日から施行する。

附 則(平成19年4月1日18教規則第6号)

1 この規則は、平成19年4月1日から施行する。
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2 平成19年3月31日現在在学している者については、改正後の別表第5の3の規定に

かかわらず、なお、従前の例による。

附 則(平成19年4月1日18教規則第13号)

この規則は、平成19年4月1日から施行する。

附 則(平成19年4月23日19教規則第4号)

この規則は、平成19年4月23日から施行し、平成19年4月1日から適用する。

附 則(平成19年10月24日19経規則第7号)

この規則は、平成19年10月24日から施行し、平成19年7月16日から適用する。

附 則(平成20年4月1日20教規則第1号)

この規則は、平成20年4月1日から施行する。

附 則(平成20年7月7日20教規則第10号)

この規則は、平成20年7月7日から施行し、7月1日から適用する。ただし、第4条

第2項にかかる改正については、平成20年6月1日から適用する。

附 則(平成20年7月28日20教規則第14号)

この規則は、平成20年7月28日から施行し、平成20年6月18日から適用する。

附 則(平成20年11月1日20経規則第20号)

この規則は、平成20年11月1日から施行する。

附 則(平成21年2月1日21経規則第2号)

この規則は、平成21年2月1日から施行する。

附 則(平成21年2月23日21教規則第3号)

この規則は、平成21年2月23日から施行し、平成21年2月1日から適用する。

附 則(平成21年4月1日21経規則第4号)

この規則は、平成21年4月1日から施行する。

附 則(平成21年6月22日21経規則第18号)

この規則は、平成21年6月22日から施行し、平成21年6月1日から適用する。

附 則(平成21年9月28日21教規則第23号)

この規則は、平成21年9月28日から施行する。

附 則(平成21年11月1日21教規則第24号)

この規則は、平成21年11月1日から施行する。

附 則(平成22年4月1日 22経教規則第2号)

1 この規則は、平成22年4月1日から施行する。ただし、第103条第3項の改正規定

は、平成22年4月1日以降に入学した学生から適用する。
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2 生物システム応用科学府共同先進健康科学専攻の収容定員は、改正後の別表第2

の規定にかかわらず、平成22年度及び平成23年度においては、次の表のとおりと

する。

附 則(平成22年4月1日21教規則第19号)

1 この規則は、平成22年4月1日から施行する。

2 平成22年3月31日現在在学している者の単位数及び授業科目の区分については、

改正後の規定にかかわらず、なお従前の例による。

附 則(平成23年4月1日 23経教規則第8号)

1 この規則は、平成23年4月1日から施行する。ただし、附則の改正規定は、平成2

2年4月1日から適用する。

2 次の表に掲げる専攻の収容定員は、改正後の別表第2の規定にかかわらず、平成

23年度及び平成24年度においては、次の表のとおりとする。

学府等名 専攻名 平成22年度 平成23年度

生物システム応用科学府 共同先進健康科学専攻 6人 12人

学府等名 専攻名 平成23年度

工学府(博士前期課程又
は専門職学位課程)

生命工学専攻 96人

応用化学専攻 136人

機械システム工学専攻 123人

物理システム工学専攻 48人

電気電子工学専攻 107人

情報工学専攻 71人

産業技術専攻 40人

学府等名 専攻名 平成23年度

農学府 生物生産化学専攻 48人

応用生命化学専攻 51人

生物制御科学専攻 37人

国際環境農学専攻 48人

学府等名 専攻名 平成23年度

生物システム応用科学府
(博士前期課程)

生物システム応用科学専攻 121人

学府等名 専攻名 平成23年度 平成24年度

連合農学研究科 環境資源共生科学専攻 24人 27人

農林共生社会科学専攻 14人 16人
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附 則(平成23年5月23日23経規則第13号)

この規則は、平成23年5月23日から施行し、平成23年4月1日から適用する。

附 則(平成23年10月3日23教規則第16号)

この規則は、平成23年10月3日から施行し、平成23年4月25日から適用する。

附 則(平成23年11月7日 23経規則第18号)

この規則は、平成23年11月7日から施行する。

附 則(平成24年4月1日 23教規則第15号)

この規則は、平成24年4月1日から施行し、平成24年度入学生から適用する。

附 則(平成24年4月1日 23教規則第20号)

1 この規則は、平成24年4月1日から施行する。

2 平成24年3月31日現在在学している者の単位数及び授業科目の区分については、

改正後の規定にかかわらず、なお従前の例による。

3 農学部共同獣医学科の収容定員は、改正後の別表第6の規定にかかわらず、平成

24年度から平成28年度までの各年度においては、次の表のとおりとする。

附 則(平成24年4月1日 24教規則第2号)

この規則は、平成24年4月1日から施行する。

附 則(平成24年7月9日 24教規則第4号)

この規則は、平成24年7月9日から施行する。

附 則(平成25年1月7日 25教規則第1号)

この規則は、平成25年1月7日から施行する。

附 則(平成25年4月1日 24教規則第5号)

この規則は、平成25年4月1日から施行する。

附 則(平成25年4月1日 25教規則第2号)

この規則は、平成25年4月1日から施行する。

附 則(平成25年4月1日 25教規則第4号)

この規則は、平成25年4月1日から施行する。

附 則(平成25年10月28日教規則第12号)

学府等名 専攻名 平成23年度

技術経営研究科 技術リスクマネジメント専
攻

40人

学部及び学科名
平成24年

度
平成25年

度
平成26年

度
平成27年

度
平成28年

度

農学部共同獣医学
科

35人 70人 105人 140人 175人
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この規則は、平成25年10月28日から施行する。

附 則(平成26年4月1日教規則第2号)

この規則は、平成26年4月1日から施行する。ただし、第39条、第39条の3及び第4

0条の改正規定は、平成26年3月17日から施行し、平成26年10月1日以降に入学する

者から適用する。

附 則(平成26年5月12日規程第29号)

この規程は、平成26年5月12日から施行し、平成19年12月26日から適用する。

附 則(平成26年6月23日経規程第8号)

この規則は、平成26年6月23日から施行する。

附 則(平成27年4月1日教規則第1号)

1 この規則は、平成27年4月1日から施行する。

2 平成27年3月31日現在在学している者の単位数及び授業科目の区分については、

改正後の規定にかかわらず、なお従前の例による。

3 生物システム応用科学府生物機能システム科学専攻及び食料エネルギーシステ

ム科学専攻の収容定員は、改正後の別表第2の規定にかかわらず、平成27年度か

ら平成30年度までにおいては、次の表のとおりとする。

附 則(平成27年7月1日規程第47号)

この規程は、平成27年7月1日から施行する。

附 則(平成28年4月1日経教規則第2号)

1 この規則は、平成28年4月1日から施行する。

2 東京農工大学学生懲戒委員会規程(平成18年18教規程第4号)及び国立大学法人東

京農工大学学生に係る懲戒に関する申合せ(平成18年4月26日第18-1回学生生活委

員会承認)は、廃止する。

3 平成28年3月31日以前に行った行為を対象とした懲戒により退学となった者につ

いては、改正後の第57条及び第88条の規定にかかわらず、なお従前の例による。

附 則(平成28年5月23日教規則第7号)

この規則は、平成28年5月23日から施行し、平成28年4月1日から適用する。

学府名 専攻名 平成27年度

生物システム応用科学
府

生物機能システム科学専攻 
(博士前期課程) 

59

学府名 専攻名 平成27年度 平成28年度

生物システム
応用科学府

生物機能システム科学専攻 

(博士後期課程) 
12 24

学府名 専攻名 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

生物シス
テム応用
科学府

食料エネルギーシ
ステム科学専攻 
(一貫制博士課程) 

10 20 30 40
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附 則(平成28年11月21日教規則第8号)

この規則は、平成28年11月21日から施行する。

附 則(平成29年4月1日教規則第1号)

この規則は、平成29年4月1日から施行する。ただし、第59条の2の改正規定は、

平成28年4月1日から適用する。

附 則(平成30年4月1日教規則第1号)

1 この規則は、平成30年4月1日から施行する。ただし、第98条第3項の改正規定

は、平成24年4月1日以降に入学した学生から適用する。

2 農学府共同獣医学専攻の収容定員は、改正後の別表第2の規定にかかわらず、平

成30年度から平成32年度までの各年度においては、次の表のとおりとする。

附 則(平成31年4月1日教規則第1号)

1 この規則は、平成31年4月1日から施行する。

2 平成31年3月31日現在在学している者の単位数及び授業科目の区分については、

改正後の規定にかかわらず、なお従前の例による。

3 次の表に掲げる専攻の収容定員は、改正後の別表第2の規定にかかわらず、平成

31年度及び平成32年度においては、次の表のとおりとする。

4 次の表に掲げる学科の収容定員は、改正後の別表第6の規定にかかわらず、平成

31年度から平成33年度までにおいては、次の表のとおりとする。

附 則(令和元年7月1日教規則第1号)

この規則は、令和元年7月1日から施行する。ただし、第68条の2別表5の2の改正

規定については、平成30年4月1日から適用する。

附 則(令和2年4月1日教規則第1号)

学府等名 平成30年度 平成31年度 平成32年度

農学府共同獣医学専攻 10人 20人 30人

学府名 専攻名 平成31年度 平成32年度

工学府 共同サステイナビリティ研究専攻 4人 8人

学府名 専攻名 平成31年度

農学府 農学専攻 174人

学部名及び学科名 平成31年度 平成32年度 平成33年度

工学部

生命工学科 81人 162人 254人

生体医用システム工学科 56人 112人 174人

応用化学科 81人 162人 253人

化学物理工学科 81人 162人 250人

機械システム工学科 102人 204人 322人

知能情報システム工学科 120人 240人 380人
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この規則は、令和2年4月1日から施行する。

附 則(令和2年7月1日経規則第3号)

この規則は、令和2年7月1日から施行し、令和2年4月1日から適用する。

附 則(令和2年9月28日教規則第8号)

この規則は、令和2年9月28日から施行し、令和2年6月30日から適用する。

附 則(令和2年11月1日規則第9号)

この規則は、令和2年11月1日から施行する。

附 則(令和3年4月1日教規則第1号)

この規則は、公布の日から施行する。

附 則(令和3年7月1日教規則第3号)

この規則は、令和3年7月1日から施行する。ただし、第4条第1項表中の未来価値

創造研究教育特区に係る改正規定は、令和3年4月1日から適用する。

附 則(令和3年10月13日経教規則第7号)

この規則は、令和3年10月13日から施行する。

附 則(令和3年12月15日教規則第9号)

この規則は、令和3年12月15日から施行し、令和3年10月29日から適用する。

附 則(令和4年4月20日教規則第5号)

この規則は、令和4年4月20日から施行し、令和4年4月1日から適用する。

附 則(令和4年5月18日教規則第7号)

この規則は、令和4年5月18日から施行し、令和4年4月1日から適用する。

附 則(令和4年8月1日教規則第9号)

この規則は、令和4年8月1日から施行する。

附 則(令和5年4月1日教規則第4号)

1 この規則は、令和5年4月1日から施行する。

2 令和5年3月31日現在在学している者の単位数及び授業科目の区分については、

改正後の規定にかかわらず、なお従前の例による。

3 次の表に掲げる専攻の収容定員は、改正後の別表第2の規定にかかわらず、令和

5年度及び令和6年度においては、次の表のとおりとする。

学府名 専攻名 令和５年度

工学府 
(博士前期課程) 

生命工学専攻 61人

生体医用システム工学専攻 33人

応用化学専攻 54人

化学物理工学専攻 47人

機械システム工学専攻 76人
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別表第1(第47条関係) 

別表第2(第53条関係) 

知能情報システム工学専攻 86人

学府等名 専攻名 令和５年度 令和６年度

工学府 
(博士後期課程) 

生命工学専攻 14人 28人

生体医用システム工学専攻 5人 10人

応用化学専攻 10人 20人

化学物理工学専攻 6人 12人

機械システム工学専攻 14人 28人

知能情報システム工学専攻 10人 20人

生物生産科学部門

共生持続社会学部門

応用生命化学部門

生物制御科学部門

農学研究院 環境資源物質科学部門

物質循環環境科学部門

自然環境保全学部門

農業環境工学部門

国際環境農学部門

動物生命科学部門

生物システム科学部門

生命機能科学部門

応用化学部門

先端機械システム部門

先端物理工学部門

工学研究院 先端電気電子部門

先端情報科学部門

先端健康科学部門

数理科学部門

言語文化科学部門

学府等名 専攻名

博士前期課
程、修士課
程又は専門
職学位課程

博士後期課
程、4年制
博士課程及
び博士課程

一貫制博
士課程

入学
定員
(人)

総定
員

(人)

入学
定員
(人)

総定
員

(人)

入学
定員
(人)

総定
員

(人)

工学府

生命工学専攻 61 122 14 42 － －

生体医用システム工学専攻 33 66 5 15 － －

応用化学専攻 54 108 10 30 － －

化学物理工学専攻 47 94 6 18 － －

機械システム工学専攻 76 152 14 42 － －

知能情報システム工学専攻 86 172 10 30 － －
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別表第3の1 削除

別表第3の2(第64条関係) 

別表第3の3(第64条の2関係) 

共同サステイナビリティ研
究専攻

－ － 4 12 － －

（共同サステイナビリティ
研究専攻全体）

－ －
（1
1）

（3
3）

－ －

産業技術専攻 40 80 － － － －

計 397 794 63 189 － －

農学府

農学専攻 174 348 － － － －

共同獣医学専攻 － － 10 40 － －

(共同獣医学専攻全体) － － (15) (60) － －

計 174 348 10 40 － －

生物システム
応用科学府

生物機能システム科学専攻 59 118 12 36 － －

食料エネルギーシステム科
学専攻

－ － － － 10 50

共同先進健康科学専攻 － － 6 18 － －

（共同先進健康科学専攻全
体）

－ － (10) (30) － －

計 59 118 18 54 10 50

連合農学研究
科

生物生産科学専攻 － － 15 45 － －

応用生命科学専攻 － － 10 30 － －

環境資源共生科学専攻 － － 10 30 － －

農業環境工学専攻 － － 4 12 － －

農林共生社会科学専攻 － － 6 18 － －

計 － － 45 135 － －

合計 630 1260 136 418 10 50

農学府の修士課程

農学専攻

生物生産科学

応用生命化学

自然環境資源

食農情報工学

地球社会学

国際イノベーション農学

生物生産科学コース 応用生命化学コース

生物生産科学 応用生命化学

生物制御科学

自然環境資源コース 食農情報工学コース

環境資源物質科学 食農情報工学

物質循環環境科学

自然環境保全学

地球社会学コース 国際イノベーション農学コース
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別表第4(第67条関係) 

別表第5の1 削除

別表第5の2(第68条の2関係) 

別表第5の3(第70条関係) 

別表第6(第83条関係) 

地球社会学 国際イノベーション農学

学府及び専攻
教育職員免許状の種類(免許教科の種
類)

工学
府

生命工学専攻 中学校教諭専修免許状(理科)

生命工学専攻 高等学校教諭専修免許状(理科)

応用化学専攻

機械システム工学専攻

知能情報システム工学専攻 高等学校教諭専修免許状(情報)

農学
府

農学専攻

理科分野の
単位を修得
した場合

中学校教諭専修免許状(理科)

高等学校教諭専修免許状(理科)

農業分野の
単位を修得
した場合

高等学校教諭専修免許状(農業)

生物
シス
テム
応用
科学
府

生物機能システム科学専攻
中学校教諭専修免許状(理科) 

高等学校教諭専修免許状(理科) 

農学府の4年制博士課程

共同獣医
学専攻

動物基礎医学 獣医衛生科学 獣医臨床医科学

連合農学研究科の博士課程

生物生産科学専攻 植物生産科学 動物生産科学 生物制御科学

応用生命科学専攻 応用生物化学 生物機能化学

環境資源共生科学専攻 森林資源物質科学 環境保全学

農業環境工学専攻 農業環境工学

農林共生社会科学専攻 農林共生社会科学

学部及び学科
入学
定員
(人)

収容定
員(人)

学部及び学科
入学
定員
(人)

第90
条に
よる
編入
学定
員
(人)

収容定
員(人)

農学部 工学部

生物生産学科 57 228 生命工学科 81 11 346

応用生物科学科 71 284
生体医用システ

ム工学科
56 6 236
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別表第7(第95条関係) 

別表第8 削除

別表第9(第103条関係) 

環境資源科学科 61 244 応用化学科 81 10 344

地域生態システ
ム学科

76 304 化学物理工学科 81 7 338

共同獣医学科 35 210
機械システム工

学科
102 16 440

（共同獣医学科
全体）

(65) (390)
知能情報システ

ム工学科
120 20 520

計 300 1,270 計 521 70 2,224

合計 821 70 3,494

農学部

生物生産学科 応用生物科学科 環境資源科学科

生産機能利用学 分子生命化学 環境保護学

生産機能解析学 生物機能化学 資源物質科学

農業経営経済学 生物制御学

地域生態システム学科 共同獣医学科

生態系計画学 獣医解剖学 獣医生理学 獣医薬理学

森林環境学 獣医病理学 獣医微生物学 獣医衛生学

生産環境工学 動物行動学 獣医内科学 獣医外科学

人間自然共生学 獣医臨床繁殖学

工学部

生命工学科 生体医用システム工学科 応用化学科

生体機能工学 生体医用システム工学 応用分子化学・材料
化学応用生物工学

バイオソサエティー工
学

化学物理工学科 機械システム工学科 知能情報システム工学
科

化学工学・物理工学 航空宇宙・機械科学 数理情報工学

ロボティクス・知能機械デ
ザイン

電子情報工学

教職学科目

教育学

教育心理学

学部及び学科
教育職員免許状の種類(免許教科の種
類)

生物生産学科 
応用生物科学科 
環境資源科学科 

理科
コース

中学校教諭1種免許状(理科) 
高等学校教諭1種免許状(理科) 
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別紙様式第1号(第20条関係) 
誓約書

[別紙参照]

農
学
部

地域生態システム学科 

生物生産学科 
応用生物科学科 
環境資源科学科 
地域生態システム学科 

農業
コース

高等学校教諭1種免許状(農業)

工
学
部

生命工学科 
応用化学科 
機械システム工学科 
化学物理工学科 

中学校教諭1種免許状(理科) 
高等学校教諭1種免許状(理科) 

知能情報システム工学科
中学校教諭1種免許状(数学) 
高等学校教諭1種免許状(情報・数学) 
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